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本稿は、明治における、日本の国民国家形成を事例 とする、著者の一連の研究1}に 位置付

けられるものである。ただし、上記は何れ も、近世から近代への移行を、全体社会の解体 と再

編の過程と捉えて、その内部組織の解体と再編 を分析 と記述の機軸 としていたが、本稿では、

外部組織 との関係でこれを概括 ・記述することを意図している。それには、国民国家内部の地

域 と空間に止まらず、対外的関係の下での国民国家の領域的境界(端 的には 「国境」)の確定

に関わる諸契機、諸条件を問題にしなければならないであろう。そ して、この 目的に即 して見

るとき、近代国民国家の形成過程において、明治政府の重要な内政即外交課題であった琉球帰

属問題の経緯を追 うことは、はなはだ有効である。なぜなら、琉球は、近世にあっては、薩摩

藩の属国でありなが ら、薩摩の財政 を支えるために、独立王国の体裁を保って清王朝に朝貢

(冊封)し ていた(両 属すなわち日本 と中国に二重帰属)と いう特異な歴史を有 してお り、そ

の経緯に由来して日清問に国境紛争を生 じたことから格好の素材を提供 しているからであるO
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1.琉 球処分の経緯と日清国境の画定問題

(1)近 世における琉球の政治的地位

日本 と中国との間の、東 アジア交易の拠点 として、日本文化の影響下で、石垣囲いの構築

物 ・グスク(城 塞都市)を 中心に発達 していた琉球列島は、13世 紀には、全域に及ぶ初期中山

王国の成立をみたとされている。その後の王国内或いは王国間の抗争のなかで、1368年 に中

国 ・明王朝が成立 し、1372年 には朝貢を求める使者が来訪、それに応 じて朝貢冊封関係が確立

して、琉球は国家としての第一歩を記 し始めるx>0そ して、15世紀 には統一王国が成立 した31

が、しかし、独立王国としての琉球は、慶長14・1609年 の薩摩による武力侵攻 と制圧によって、

事実上終焉することになった。琉球王 ・尚寧以下、首里王府高官 らは、捕囚の身となり、尚寧

王は、1611年 には帰国が許されるが、この、「島津の琉球入 り」以降、奄美諸島(道 の島)は

薩摩の直属地とされ、那覇には薩摩の在番奉行が置かれて、貢納を課せ られて、琉球王国とそ

の版図は、実質的には薩摩藩の附庸する属領 となったまま、近世の終焉 と、明治維新 と近代国

家創設の時期を迎えることになる。しかし、薩摩の琉球統治は、幕藩体制下の本土(大 和)の

それとは明らかに異なる形態 をとっていた。即ち、中国の明朝及びその後の清王朝 に対 しては、

冊封貿易による莫大な利益4)を 得るために、通商の拠点 として福州琉球館 を保持するなど、

琉球王国は独立国家の体裁 「王国のかざり5)」を装いつつ、その内実は薩摩の実効支配下にあ

るというものである。この薩摩 と清への二重帰属(両 属)体 制の虚構(fiction)下 にあっては、

対外的には交易の必要から、また国内的には薩摩の威信 を高める政治的手段 として、琉球王国

の旧来の統治組織と文化 ・風俗は、時には慎重に温存 され、また誇示 された6)。薩摩の支配下

で、琉球王府や支配層が独立自営の精神を失って、奴隷と化 したと痛烈に批判する伊波普猷が、

琉球処分による、明治国家への編入を 「奴隷解放"Jと 捉えるその内実はともか く、ペ リーの

来球に際 してなど、諸外国との条約 を締結するなど、王国の外観はともか くも保持 されていた

と言えよう。

(2)琉 球処分 と日清国境確定:外 部空間との接触

近世における琉球の両属形態の解消は、廃藩置県に始 まる目本の近代国民国家形成の過程で、

当然のこととして内政上の課題となるが、それは同時に、一方の当事者である清 との国境画定

紛争という外政上の難題の招来をも意味 していた。日清戦争(1894～1895)に よって、最終的

に日本領で決着をみることになる日清両国の琉球領有権の主張と、その交渉の経緯は、以下の

通りである。

明治政府は、明治2・1869年 の版籍奉還で、1日藩主をそのまま知藩事に任命 して、形式的に

は中央政府を立ち上げていたが、その実質的な出発は、明治4・1871年7月 の廃藩置県B)に あ

る。これにより知藩事の免官 と東京移住が命 じられて、中央集権体制が確立することになる。

しか し、この大変革の当初、琉球はその圏外にあるかの如き観があった。鹿児島県管轄下にあ

って、翌明治5・1872年 には在番奉行が任命 され、伊地知貞馨、奈良原繁 らの県吏が派遣 され
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て琉球の扱いに特段の変化がないことを伝えている。政府 は廃藩置県の直後に領土問題を棚上

げ して、主権が及ぶ領域を確定 しない まま、「日清修好条規」に調印しているが、その一方で

は、琉球の帰属を明らかにする意図をもって、明治6・1873年 には、琉球国を琉球藩とし、国

王 ・尚泰 を 「藩王」 として華族に列する措置をとっている。しか し琉球の両属体制はなお維持

されていた。しか し、明治4・1871年 に発生 した宮古島民漂流遭害事件9〕を契機 として日中の

領土問題が一挙に顕在化することになる。明治7・1874年 、大久保利通は、同年の、自国民保

護を名目とした台湾出兵 をめ ぐる、清との外交交渉に際 して、琉球事務の所管 を外務省から、

新設の内務省に移 して国内問題 と位置付けたのち、交渉 に当たっているが、その結果、台湾出

兵は 「保民義挙」、遭難琉球藩民は 「日本国属民」 と位置付 けられて、日本側からすれば琉球

領有の根拠 となる 「日清両国間互換条款」が、10月31日 に調印されている10}。ところが、明治

8・1875年3月 に琉球国が進貢使節を北京に派遣 したことから、琉球の日本への完全な併合の

動 きが加速されることになった。政府は、同年7月 に、内務大丞 ・松田道之を派遣 して、7月

14日に首里城内で、藩主の代理 ・今帰仁王子尚弼(王 弟)に 対 し、清 との朝貢冊封関係の禁止、

在外公館 ・福州琉球館の廃止、明治年号の使用、軍事基地(鎮 台分営)の 設置などを申し渡し

ている。 しかし、これら諸制度の内国化にたいして、琉球王府は、中国と通じて陰に陽に、抵

抗 を続けたため、政府は、明治12・1879年 、松田道之を処分官 として琉球に派遣 し、警察、軍

隊を同行 させて武力で威圧 して、3月27日 には 「首里城の明け渡 し」、「藩王の上京」、「土地人

民及び官簿其他諸般の引渡」を命 じ、4月4日 には 「廃藩置県」を宣布 している11}。

しかし、日清両国間の国境交渉が続 く中で、廃藩置県の後 も、琉球王府は、旧藩主 ・尚泰 を

頂点とする支配層 ・士族による組織的な県政ボイコット運動を組織 して抵抗を続けた。彼 らは

租税の徴収を止めず、一時的には、県政 と王国との二重権力状況 を現出させることに成功 して

いる。その背景には、制度の内国化が、琉球王国の政治組織を特徴付けていた、長い星功(勤

務功)の 果てに漸 く仕官がかなうという位階制度12)と、それに伴なう経済的利益 を奪うこと

から、星功の中断 ・廃止が、士族層とりわけ下級士族にとって決定的な打撃を意味 していたこ

となどがあったと見 られる。この時期に、首里王府が作成を命 じて、伝達 ・署名 させた 「血判

誓約書」では、旧来の地方行政単位である間切 とその共同体規制など、強権的な統治組織を動

員 しているが、県政協力者(違 約者〉には、斬首をもって制裁することを内容 としている。ま

た実際に、 この過程で、日本政府への協力者をリンチで惨殺 した宮古島でのサ ンシイ事件131

が起 きている。この事件では、8月 には那覇か ら警官隊が派遣 されて、犯人らが逮捕 されるが、

これを転機 として、政府 ・県政への組織的抵抗は止むことになった。 しかし、その一方では、

廃琉置県(廃 藩置県〉直後から、清への脱走者(脱 清人)が 続出し、旧宗主国 ・中国の保護の

下に琉球王国の復旧 ・存続運動を続けている。

日清両国政府は、前アメリカ大統領 ・グラントに仲介 ・調停を依頼するなどの外交交渉の過

程で、1880年10月21日 に、一度は、宮古 ・八重山(先 島)の 中国割譲による琉球分割で合意し、

10日後に調印、3ヶ 月以内に批准の日程 を決定 したが、これは、日本側にとっては、分島案に

よって、日清修好条規の有利な改定 を図るための妥協策であったとされている1410しか し、琉
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球王国復1日運動の影響のもとで、中国側の交渉担当者 ・李鴻章はこれを突然破棄、交渉は決裂

したままに終わった151。

{3)国 民国家への統合過程

日清の琉球領有問題は、言うまでもなく一義的には政治的問題であるが、領有の根拠となる

べ き事実の認定に関 しては、文化 と民族をめ ぐって も論議されることになる、即ち、民族的ア

イデンティティの問題がそれである。

琉球が、言語など、 日本 と共通の文化 を基盤16)に しつつ も、他方、アジア諸民族 との交流

のなかで独 自の国家を形成 したこと17)、とりわけ、その歴史的 ・政治的位置に由来 して中国の

文化 ・風俗の影響を受けていることは明らかである。琉球では、15世紀後半から17世紀初頭ま

での1世 紀余の問、道の島から先島に至る琉球列島全体 を領域 とする王国が成立 している181

が、その後の政治的両属が、文化的にも両属の様相に反映されることになった。 しかし、もう

一方では、両属の状況が、日本で も、中国でもない琉球固有の民族 ・文化的アイデンティティ、

即ち 「琉球意識」の形成をもたらした側面を見逃すことはで きない19)。何故なら 「両属意識の

強化は、琉球意識の増幅とパラレルの関係20」」にあったからであ り、両属 という歴史 ・政治状

況が、そのまま、日本の近代国家に編入 されて以降の琉球 ・沖縄の地位を規定する基本的な要

因となったからである。日本(内 地)と 琉球相互の自他意識、優越 と劣等が定着する211契機

はここにある。従って、沖縄では、国内において、他に例 を見ない皇民化運動の徹底化がもた

らされた働 が、これは、大和人(ヤ マ トンチュ〉 と沖縄人(ウ チナンチュ)と の関係、即ち、

開化されて、文明社会(日 本)に 同化さるべ き対象としての沖縄人という意識(差 別)の 反映

である。明治23・1890年 には、日本帝国憲法が公布 されているが、その後の歩みは遅々とした

もの(旧 慣温存)で 、沖縄で衆議院選挙が実施されたのは、明治末年 ・1912年であ り、府県制、

参政権の本土並みが実現 したのは、漸 く大正7・1918年 である。その間の明治36・1903年 には、

大阪で開催された、第5回 勧業博覧会において、アイヌ、朝鮮人、台湾人(原 住民 ・生蕃)と

共に、沖縄の女性が人類館 と称する掘立て小屋で展示 ・陳列され、ムチをもった男が、これを

見物人に説明 したこと23〕から、沖縄人がこれに憤激、抗議するという 「人類館事件」が起き

ている。また、冨山一郎xarによれば、内地における沖縄出身者は、「ある特定の工場に集中 し

て雇用される傾向」にあり、その賃金水準は、他県出身の労働者のそれに比 して顕著に低 く、

1920年代には、沖縄県出身の男性が、男性労働者の80%を 超えている近江絹糸紡の平均賃金は、

同規模程度の在大阪の6紡 績工場のそれの6割 に達 していない251。

問題は、何 よりも、県人指導層自身の認識 としても、沖縄人の表徴は、「伝統 と習慣」から

くる属性としての遊惰の気風(「 勤勉」に対置される)で あ り、それは、近代資本主義の規律

の観点からは、克服すべ き性向であり、沖縄語(方 言)の 使用はその 「遊惰」の指標に他なら

ないと見なされていたことである26)。従 って、県の内外での、皇民化教育 ・生活改善運動は、

常に沖縄語を焦点としていた。方言札⑳ に象徴 される、学校教育における、他府県には全 く例

を見ない徹底 した標準語化 と沖縄方言の使用禁止281などは、官民一体の本土(大 和〉化、即ち
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沖縄風俗の矯正によって、「正当な日本人列 となる、あるいは日本人と認めさせようとする

努力を意味 していた30)。又吉盛清が描いた現実(差 別と偏見)は 、明治41・1908年 に表面化し

た台湾総督府による沖縄合併論31)に見られるように、日本政府の 「持て余 し32)」もので、植民

地 ・台湾にも遠 く及ばぬ経済力33)と、その結果として職と地位を求めての台湾移住卸、あるい

は社会的地位の上昇 と保身のための内地風苗字への変更や戸籍の内地への転籍など、沖縄県と、

その出身者が、その当時置かれていた状況を、具体的事例 をもって明らかにしている。また、

日本の敗戦後に、台湾当局は沖縄人を他府県の日本人とは別に扱い、米軍占領下にある沖縄に

引揚げの準備の間、「琉喬」 として台湾残留を認めている。また、そのまま台湾に永住希望 し

許可された者が、384名 に及んでいる35〕。そして、これが、琉球処分より敗戦に至る60有 余年

間に渡る、「上からの、他律的な、民族統一」(安良城盛昭)の 過程とその内実であった361。

(4)琉 球両属の社会学的含意

これまで見てきたように、琉球をめぐる日清両国の紛争は、近世における琉球王国、安良城

のいう半=擬 似国家37}が、日本の近代国民国家形成の過程では、最早存続の余地をもたない

という現実を示 していると言える。国境の画定(領 域)に よって独立、並存する個々の国家は、

その内部においては、主権の下での空間的等質 ・均質化を志向する。それは権力 とその中心地

から辺境へ、中心から周縁へ広がってい く統合への、思想的 ・観念的運動を伴なった社会 ・経

済的変動 を引き起 こす。それは、逆の方向から見れば、辺境と周縁からの、国家に適応するた

めの運動(内 部的には葛藤を孕みつつ)を 呼び起こすことになる(標 準語化や風俗矯正運動)。

その際、中心から、統合(同 化)の 対象と見なされている地域、社会は、適応すべき体制の下

で新たな地位を求めるが、そこでは統合以前のステイタス と、その階梯に沿って、自らの地位

を見出すことから始めざるを得ない。そ して、この過程こそが、琉球処分とその後の地域統合

過程で生 じた事態の本質である。国民国家は、内部的 ・外部的に地域と空間 との領域的重層を

求め、それを理念的根拠謝 として成立する。琉球処分 と沖縄県の設置は、近代 日本における、

この事例の典型を我々に与えるものである。国家は空間を生産する主体であ り、主権 とは暴

力 ・物理的強制力の及ぶ範囲を言い、それは暴力によって作られる空間であるという意味で、

「主権 とは空間のことである3911と いう、アンリ ・ルフェーブルの理論的定式は、本稿が記述

する如き歴史的事例に即 してこれを検討する際には、「主権 とは、領域に関わる空間と地域と

の関係のことである」 とすることで、より適切に定義される。
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Summary

ThispaperpresentsadescriptionoftheassimilationprocessaftertheunificationofRyukyubymod-

ernJapanesestateintheMeijiera.Inpre-modernperiod,thepoliticalstatusofRyukyuwasunderthe

dualcontrol(ie,`ryouzokuつofJapan(thedomainofSatuma)andChina(Qing),whereinactual-

lySatumaandnominallyQing.Asaresultof`ryouzoku',itscultureandethnicityareinfluencedby

bothJapanandChina.Afterthepoliticalprocessbetweenthesetwocountriesincludingdiplomatic

negotiationandwarultimately,thesovereigntyofRyukyuwasconfirmedtoJapanandRyukyubecame

oneoftheprefecturesinJapan,namely`Okinawaprefecture'.Then,themovementofassimilationto

inlandJapanbeganunderthepoliticalpressureofJapanfollowingtheconflictbetweennativehabitants

andnationalgovernment.ThepeopleofOkinawaazeexpectedtoapddesiretobe`genuineJapanese'

inordertoavoidthediscriminationwithprejudicebyinlandJapanese.Throughtheperiodofthisassim-

ilationmovement,itwasthemostimportantforOkinawapeopletoacquirethestandardlanguageof

Japan,namely,the`standardJapanese'.Inthepresentpaper,itwasconfirmedthatanynation-state

claimstheculturalassameasthepoliticalstandardtocrestandintegratethenation,thatistosayspacial

homogeneousnesslikethehistoricalcaseofdkinawainRyukyu.

[付記]

本稿は、平成15年 度奈良大学研究助成 「近代日本における国民国家と地域再編過程を事例と

する全体社会の構造変化に関する研究」をもとに書かれたものである。また、資料の収集に際

しての、琉球大学図書館をはじめ、沖縄県下各地の図書館の御協力に謝意を表する。
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